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（１）ロシアの自動車販売が高水準（図表１）。6月は季調済年率で297万台。2月来、300万台前後で

　　推移。しかし、輸入車は緩慢な増加。リーマン・ショック前の2008年上期、315万台の国内販売台

　　数に対して輸入台数が214万台でシェアは68％。本年入り後は、298万台の国内販売台数に対して、

　　輸入台数は114万台でシェアは38％に。差し引きすると、国内生産台数は08年上期の101万台から

　　本年入り後、184万台へほぼ倍増。欧米日など先進各国メーカーの進出が原動力。

（２）裾野産業が広い自動車産業の盛り上がりは多くの製造セクターの生産増加を後押し。業種別に

　　生産動向をみると、最大の生産増セクターは輸送用機械（図表２）。加えて電気機械や石油製品、

　　プラスチックや非鉄金属など、幅広い製造分野で力強い増加。製造業全体では10年来2桁増のハイ

　　ペース持続。

（３）一方、エリア別にみると、地方圏復活の原動力に。リーマン・ショック以前、同国はモスクワ

　　一極集中型経済。敢えて付け加えて、サンクトペテルブルクとの二極経済。しかし自動車産業の

　　中心は沿ヴォルガ連邦管区サマラ州（図表３）。近年、消費地とバルト海に近い北西連邦管区の

　　サンクトペテルブルク市周辺やカリーニングラード州、あるいはモスクワ市に近い中央連邦管区

　　のカルーガ州が躍進。一方、黒海に面し物流に強い南部連邦管区のロストフ州も伸張。

（４）雇用吸収力と成長力に富む製造業の台頭で同国経済の発展基盤に拡がり。本年に入ると、失業

　　率が過去最低を、雇用者数は既往ピークを更新し、雇用環境が一段と改善（図表４）。さらに、

　　09年入り後、減少傾向に転じた労働力人口が昨年初来、緩やかながら増勢に。根底には海外から

　　の人材復帰に加え、情勢好転を映じた就業意欲の高まり。同国経済は内需主導の着実な成長持続

　　の公算大。

 
（図表１）ロシアの自動車販売・輸入・生産台数 （図表２）業種別鉱工業生産（季調済）

（図表３）連邦管区と主要州市別自動車生産台数 （図表４）労働力人口と雇用者数、失業率（季調済）

3

8

13

18

23

28

33

2008 09 10 11 12

販売台数（季調済年率、①）

輸入台数（　　 〃　　 、②）

国内生産分（　〃　、①－②）

(年/月)

(10万台)

(出所） AEB

▲5

0

5

10

15

20

25

110

120

130

140

150

160

170

輸

送

用

機

械

電

気

機

械

石

油

製

品

プ

ラ

ス

チ

ッ

ク

非

鉄

金

属

皮

革

・

履

物

紙

・

パ

ル

プ

木

材

木

製

品

食

料

・

飲

料

繊

維

・

衣

類

化

学

金

属

製

品

増減（①－②、左目盛）

2011年（②、右目盛）

2012年1～5月（①、右目盛）

(2010年=100)(ポイント)

(出所） FSSS

0

1

2

3

4

5

6

サ

マ

ラ

州

（

沿

ヴ

ォ

ル

ガ

、

①

）

サ

ン

ク

ト

ペ

テ

ル

ブ

ル

グ

市

（

北

西

、

②

）

カ

リ

ー

ニ

ン

グ

ラ

ー

ド

州

（

北

西

、

③

）

カ

ル

ー

ガ

州

（

中

央

、

④

）

モ

ス

ク

ワ

市

（

中

央

、

⑤

）

沿

ヴ

ォ

ル

ガ

管

区

（

除

く

①

）

北

西

管

区

（

除

く

②

、

③

）

北

コ

ー

カ

サ

ス

管

区

南

部

管

区

極

東

管

区

中

央

管

区

（

除

く

④

、

⑤

）

）

2009年

2010年

2011年

(10万台)

(出所） FSSS

5

6

7

8

9

10

2001 02 03 04 05 06 07 08 09 10 11 12

64

66

68

70

72

74

76

失業率（左目盛）

雇用者数（右目盛）

労働力人口（右目盛）

(年/月)

(100万人)(％)

(出所） FSSS


